雇確様式第１号
地域けん引経営体雇用実践計画※１

１　 所属する地域けん引経営体の概要
	組織名称
	

	所在地
	

	経営品目
（作付面積）
	例）水稲（20ha）、新規に白ネギ予定（30a）



経営状況
	収　入
	　　　金　額
	支　出
	金　額

	　農業収入
	
	売上原価
	

	（農産物、加工販売、作業受託等）
	
	販売・一般管理費
	

	　営業外収入
	
	営業外費用
	

	（補助金、交付金、利息等）
	
	従事分量配当
	



雇用保険
	労災保険
	Ａ　加入済み　　Ｂ　申請中（申請予定を含む）　　Ｃ　加入しない

	雇用保険
	Ａ　加入済み　　Ｂ　申請中（申請予定を含む）　　Ｃ　加入しない

	厚生年金保険
	Ａ　加入済み　　Ｂ　申請中（申請予定を含む）　　Ｃ　加入しない

	健康保険
	Ａ　加入済み　　Ｂ　申請中（申請予定を含む）　　Ｃ　加入しない



研修指導者
	役職：
	氏名：

	法人での主な業務：
	法人従事年数：



２　研修生の概要
	市町村名
	

	 ふりがな
	性別
男・女
	生年月日
  　　　年　　月　　日　（満　　歳）

	 氏　名
	
	

	 ふりがな

	 現住所　（〒　　　　）

	 略　歴




※１：変更するときは「変更実践計画」とする。変更部分は二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載すること。


雇確様式第１号（別添）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
研 修 実 施 計 画
１　研修内容
	年月
	研修時間
	内　　　　　　容

	令和　　年　　月
	
	

	月
	
	

	月
	
	

	月
	
	

	月
	
	

	月
	
	

	月
	
	

	　　月
	
	

	月
	
	

	月
	
	

	月
	
	

	月
	
	

	研修時間
合計
	
	



２　習得する技術
・
・

	　上記のとおり研修を実施します。

　　　　　　　　　　　　令和 　年 　月 　日
　　
（研修先名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（住所）
（電話番号）







雇確様式第２号

令和　　　年　　月　　日

　○○市町村長　様
（地域協議会長）
                                                
　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　


令和　　年度地域をけん引する経営体確保対策事業実施計画書
（雇用人材確保支援）

　このことについて地域をけん引する経営体確保対策事業費補助金交付要綱別記２第６の１の規定に基づき下記のとおり提出します。

記

１　事業実施計画内訳書
	助成対象者名
	実施期間
	事業費
（円）
	うち補助金
（円）

	
	令和　年　月～令和　年　月

	
	

	
	　　当該年度対象期間
	
	

	
	令和　年　月～令和　年　月

	
	



２　添付書類
・誓約書（雇確様式第２号（別添））
・研修生の雇用を開始した日時が記載してある雇用契約書の写し（様式自由）
・（法人設立意欲の強い雇用就農者の場合）新法人設立計画（雇確様式第５号）
・労働保険の加入を証する書類の写し
・地域連携・産地づくり計画および認定書の写し（地域連携・産地づくり計画で定める添付資料も含めて提出）
・決算書等の経営状況がわかる資料
・その他必要な資料等


雇確様式第２号（別添）


令和　　年　　月　　日


　　　　　　　　　　　　　　　　住　所：
　　　　　　　　[申請者]
　　　　　　　　　　　　　　　　法人名：     　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　



誓　　約　　書
　

  私は、地域をけん引する経営体確保対策事業費補助金交付要綱別記２の規定を遵守し、地域けん引経営体による雇用を実践することを誓約します。
なお、実施要綱の規定により、当該補助金を返還することについて異議はありません。その際には、既に助成を受けた補助金を返還することを（※保証人の署名添えて）誓約します。



　　　　　　　　　　　　　　　
※
保証人　　住所
　　　　　氏名　　　　          
　
保証人　　住所
　　　　　氏名　　　　          

（保証人氏名は自署すること。） 



※保証人を立てる場合は記載する。








雇確様式第３号
令和　　　年　　月　　日

　○○市町村長　様
（地域協議会長）
     
　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　



令和　　年度地域をけん引する経営体確保対策事業実施計画変更承認申請書
（雇用人材確保支援）

　令和　年　月　日付け　第　号で承認通知のあった地域けん引経営体雇用実践計画について、下記のとおり事業を変更したいので、地域けん引経営体確保対策事業費補助金交付要綱別記２第７の１の規定に基づき下記のとおり申請します。

記

１事業実施計画内訳書
	助成対象者名
	実施期間
	事業費
（円）
	うち補助金
（円）

	
	令和　年　月～令和　年　月

	
	

	
	　　当該年度対象期間
	
	

	
	令和　年　月～令和　年　月

	
	


※変更前を比較できるように変更部分を二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載すること。

２　添付書類
・地域けん引経営体雇用変更実践計画（雇確様式第１号）
・（法人設立意欲の強い雇用就農者の場合）新法人設立変更計画（雇確様式第５号）
 雇確様式第４号

令和　　　年　　月　　日

　○○市町村長　様
（地域協議会長）
                                                
　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　


令和　年度地域をけん引する経営体確保対策事業実績報告書
（雇用人材確保支援）

　このことについて、地域をけん引する経営体確保対策事業費補助金交付要綱別記２第８の１の規定に基づき下記のとおり報告します。

記

１事業実績報告内訳書
	助成対象者名
	実施期間
	事業費
（円）
	うち補助金
（円）

	
	令和　年　月～令和　年　月

	
	

	
	　　当該年度対象期間
	
	

	
	令和　年　月～令和　年　月

	
	




２　添付資料
・（別添）作業内容報告書又は事業実施対象者で作成した作業日、作業時間、内容がわかるもの



雇確様式第４号（別添）

研修内容報告書
１　研修内容※１
	年月
	研修時間
	内　　　　　　容

	令和　年　月　日
	
	

	日
	
	

	日
	
	

	日
	
	

	日
	
	

	日
	
	

	日
	
	

	日
	
	

	日
	
	

	日
	
	

	日
	
	

	日
	
	

	研修日数
合計
	
	





２　研修時間の合計と助成金額※２
	研修期間
	研修時間
(a)
	研修単価
(b)
	合計金額
(a)×(b)

	
　　　月分
	
　　　時間　　分
	
円/時
	　　　　　　　
　円



※１　認定された地域けん引経営体で使用する作業日報等可（作業日、作業時間、作業内容がわかるもの）。
※２　研修時間の合計は３０分単位とする。






雇確様式第５号

新法人設立計画※１
1 新法人設立による独立を志した経緯

2 新法人設立に関する計画
	就農希望地
	
	法人設立予定時期
	年　　　月

	雇用元との関係（独立に向けての研修の場合のみ記入）
	□雇用元と（出資など）資本関係あり
（内容：　　　　　　　　　　　　　　）
□雇用元と（共同出荷、技術的支援、施設の共同利用など）協力関係あり
（内容：　　　　　　　　　　　　　　）
□雇用元と関係はない

	経営内容
（作物等別の面積・飼養頭数等）
	作目等
	規模（面積・飼養頭数等）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	法人設立５年後の所得目標
	農業関連　　　　　　万円（全体　　　　　　　万円）



３　新法人設立後の経営ビジョン（生産方法、販売方法、経営の特徴など）


４　新法人設立による独立に係る生産基盤、農地、施設、機械、販路等の確保の具体的計画
	
	今後の計画

	生産基盤（農地等）の確保計画
	※具体的な時期及び詳細内容を記載すること。順次、確保する場合は、その時期を記載する。生産基盤の確保に要する経費も記載すること。

	施設、機械等の導入計画
	※具体的な時期及び詳細内容を記載すること。順次、導入する場合は、その時期を記載する。施設や機械等の導入に要する経費も記載すること。

	資金の計画
	※具体的な時期及び詳細内容を記載すること。順次、用意する場合は、その時期を記載する。
自己資金：　　　　　　　万円

	
	借入資金：　　　　　　　万円

	
	（主な借入先
：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	販路の計画
	※具体的な時期及び詳細内容を記載すること。順次、拡大する場合は、その時期を記載する。

	その他
（取得する資格、労働力の確保計画など）
	



※１：変更するときは「新法人設立変更計画」とする。
雇確様式第６号
令和　　　年　　月　　日


○○市町村長　様
（地域協議会長）

住所
法人名
代表者名


令和　　年度地域をけん引する経営体確保対策事業　新法人設立報告書
（雇用人材確保支援）

このことについて、地域をけん引する経営体確保対策事業費補助金交付要綱別
記２第８の３の（２）に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　法人名



２　法人設立登記年月日




（注）登記事項証明書の写しを添付してください。



- 1 -


